
第 7章　農業生態系における生物多様性の評価

1 ． は じ め に

生命の誕生以来，数十億年の歳月を経て，様々な環境に適応した生物は多様に進化してきた．こ
れらの生物は相互の関係をもって生存している．そして人類もまた生物であり，他の生き物との関
係の中で生きている．衣食住に必要な食料，繊維，木材，生存に必要な空気や水などは生物の恵み
として得られるものであり，人類の生存にとって生物の多様性は不可欠である．

農業もまた，本来，自然と対立する形でなく，順応する形で自然に働きかけ，上手に利用し，循
環を促進することによってその恵みを享受する生産活動であり，生物多様性と自然の物質循環が健
全に維持されることで成り立つものである（農林水産省，2007）．一方，農業は，それぞれの地域
の自然環境の中で長年にわたって活動を継続してきたことにより，原生自然とは異なる特有の農業
生態系を形成し，里山に代表される二次的自然を生み出してきた．赤とんぼやメダカなど身近な生
物はこのような二次的自然に適応してきたものであり，人間もその中で地域固有の文化を育んでき
た．しかしながら，近年の集約的な農業の進展にともなう不適切な農薬・肥料の使用や効率性を優
先した過度の農地整備などは，農業生態系に環境負荷を与えるとともに，生物多様性に対しても負
の影響を及ぼしてきた．また，近年の生活様式の変化や急激なグローバリズムの進展，高齢化，農
村の過疎化などの社会的な変化を背景として農業活動が低下し，それが耕作放棄地の増加や里山の
利用低下を引き起こし，さらには農業生態系の身近な生き物の減少や深刻な鳥獣害の原因となって
いる．2010 年に名古屋で開催された生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）では，農業の生
物多様性に関する決議が採択されるとともに，二次的自然に着目し，人間と自然環境の持続可能な
関係の再構築を目指す SATOYAMA イニシアティブの国際パートナーシップが発足するなど，農
業生態系における生物多様性の重要性が国際的にも認識されつつある．われわれが今後，健全で健
康な生活を営むためには，持続可能な農業の発展が不可欠であるが，そのためには，農業生態系に
おける生物多様性の実態の把握とその維持メカニズムの解明を通して，生物多様性の保全と調和し
た農業活動の方策を提示することが必要である．農業環境技術研究所ではこれまで，農業生態系の
構造と機能の解明およびその評価に関する研究を実施してきた．そこで本章では，農業環境技術研
究所が独立行政法人に移行して以後の 10 年間に実施してきた農業生態系における生物多様性に関
する研究成果を中心に，（1）休耕田・耕作放棄地における生物多様性，（2）農業活動による生物多
様性の維持，（3）農業生態系の生物多様性に対する各種環境要因の影響，（4）長期・広域スケール
における生物多様性の評価，に分けて紹介することとする．

2 ． 休 耕 田 ・ 耕 作 放 棄 地 に お け る 生 物 多 様 性

1970 年代から始まった減反政策や農家の高齢化の進展の結果，全国的に耕作放棄地や休耕田が
増加した．農地の管理が縮小または放棄されたこのような場所では，休耕・耕作放棄後の年数の経
過とともに植生遷移が進行するが，遷移の方向は水管理のやり方やそこの土壌の乾湿が大きく作用
することが指摘されている（清水，1998）．そこで，茨城県南部の休耕・耕作放棄水田において，
植物群落を調査して植生群落タイプを区分するとともに，土壌図，地質図，表層地質図のオーバー
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レイ解析に基づく自然立地区分，および地権者へのヒアリングに基づく管理履歴調査を行い，自然
立地区分，人為的条件，群落タイプ類型の対応関係を解析し整理した．その結果，形成される群
落タイプと自然立地区分に明確な対応関係が認められる場合があったが，明確ではない場合でも，
管理履歴を考慮することによって，群落タイプの成立要因を明らかにできることがわかった（図
1）．特に，休耕後の耕起の頻度と引水管理による土壌水分レベルが群落タイプの成立に大きく寄与
すること，植物種の多様性に富んだ良好な湿地性の植物群落は 3 年に 1 回程度の適度な耕起と水分
ポテンシャルを湿潤に保つことで維持できること，大規模な圃場整備によって乾田化した休耕・耕
作放棄水田であっても，適度な粗放的管理と引水管理により土壌水分レベルを常に湿潤に保つこと
で種多様性に富む群落を創出できる可能性があることが明らかとなった（楠本ら，2005）．

図 1　休耕・耕作放棄水田における植生タイプと管理履歴との対応模式図

休耕田や耕作放棄田は湿地植生の代替生息地として活用できる可能性が指摘されている（清水，
1998）．そこで，準絶滅危惧

ぐ

種であるタコノアシ Penthorum chinense Pursh. を例として，群落維持
に関係する環境条件を把握し，湿地植生の保全の指針に向けた検討を行った．本種は東アジアに自
生し，泥質の河川沿いや沼沢地に分布するが，休耕田や放棄水田にも分布することが知られるよ
うになった（Ikeda et al., 2001）．タコノアシの発芽・成長特性や散布特性などの生態的特性と休耕
田・放棄水田の環境条件との関連を明らかにするため，茨城県つくば市北部の筑波稲敷台地の谷
底平野において，タコノアシの分布と生息水田の微細な形状を調査するとともに，光環境や土壌硬
度など種子発芽に関係する環境条件，およびタコノアシの潜在的分布を明らかにするための埋土種
子調査を行った．その結果，これらの放棄水田では，隣接する用水路や周辺の湧水等の水環境およ
びほ場内の微細な起伏による水分条件の違いが，タコノアシの分布に影響していることが明らかと
なった．また種子は調査水田内のほぼ全面に分布していたが，種子の発芽は本種がギャップ検出機
構を持つかく乱依存種であることを反映して，光環境の悪化やリターの堆積によって制限されてい
ることが明らかとなった．このような知見に基づいて，休耕田・放棄水田におけるタコノアシの保
全のためには，水管理や草刈りによる競合種排除等の管理が場所によっては必要であると考えられ
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た（大黒ら，2003）．
また，水田や休耕田，河川の湿性植物に対して，水田で一般に使用されている除草剤がどのよう

な影響を及ぼすかを明らかにするため，タコノアシを対象として水稲用除草剤ベンスルフロンメチ
ルの影響を組み込んだ個体群動態モデルを作成した．標準量（処理濃度 115μg/L）のベンスルフ
ロンメチルを連用すると仮定すると，水田では耕起と除草剤の影響のため個体群が急速に消失する
が，不耕起で除草剤を全く使用しない休耕田でも，休耕を続けると自然遷移が進むことによりタコ
ノアシ個体群は消失すると推測された．しかし，耕作と休耕を適度な間隔で転換することにより，
100 年後でも存続するようになることが判明した（図 2，3）．この知見は，湿生植物を水田地帯で
保全する際の管理手法の指針として有効であると思われる（平成 22 年度研究成果情報，池田ら）．

3 ． 農 業 活 動 に よ る 生 物 多 様 性 の 維 持

かつての農村では，薪や炭の原料となる広葉樹の枝や幹，堆肥の原料となる落ち葉などを里山で
採取し，牛馬の餌となるまぐさを草地で刈っていた．四季折々，毎年繰り返されるこれらの活動が
二次的自然をつくり，赤とんぼやメダカなどの身近な生き物を育んできた．しかし近代農業の発展
とともに薪や炭は石油に，堆肥は化学肥料にとって代わられ，それにともなって人の手が入らなく
なった里山や草地などでは植生遷移が進み，かつてそこに生息していた身近な生物の多くが減少し
てきている．ところが，現在でも農業上の必要性から二次的自然が，単に保全されているだけでな
く，農業上の必要性をもって残されている場所があることがわかってきた．
⑴ 裾 刈 り 草 地
かつて農村地域にはススキを主体とする多様な草原性植物から構成される半自然草地が広く見ら

れたが，このような半自然草地は，農業形態や生活様式の変化により著しく減少したため，多くの
草原性の動植物が絶滅の危機に瀕している．一方，谷津田では田面が日陰になるのを防ぐため，水
田を取り囲む斜面林の下部で定期的に草刈りが行われる場所（裾刈り草地）（図 4）が現在でも見
られ，そこにはススキを主体とした草地が形成されている．そこで，筑波・稲敷台地のススキを主
体とする様々な草地の植生を調査し，多変量解析を用いることによって，主に谷津田を取り囲む斜

図 2　水田と休耕田での個体数変化 図 3　耕作と休耕を転換する水田における休耕
期間の影響
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面林周辺に分布するタイプ（谷津田型），主にアカマツ林の林床に分布するタイプ（松林型），台地
上平坦部にある畑作放棄地や造成跡地に分布するタイプ（平地型）の 3 つに分類した．さらに，そ
れらを関東平野の過去（1970 〜 1980 年代）の半自然草地の種組成と比較したところ，谷津田型と
松林型では，過去の半自然草地と同様に在来多年性草本が豊富であるが，特に谷津田の裾刈り草地
には過去の半自然草地に生息していた多くの希少植物が見られることが明らかとなった．これらの
ことから，水稲生産のために行われている谷津田を囲む斜面林の周辺の草刈りが，植物群落の多様
性を維持していることが判明した（小柳ら，2007）（平成 18 年度研究成果情報，楠本ら）．

図 4　現存の裾刈り草地の例−茨城県阿見町

⑵ 茶 草 場
東海地方の茶産地では，良質茶の栽培を目的として茶園にススキの敷草を施す農法が現在でも行

われており，その資材源としての茶草場が大面積で広がっている（図 5）．このような茶草場の特
徴を明らかにするため，茶草場で 50 地点，比較対象として造成跡地等でススキが優占する 10 地点
において植生調査を実施し，種組成に基づいて分類した結果，ススキが優占する Gr.1，ネサザが
優占し，主に共有地として維持され，在来の草原性草本が豊富で，多様度指数（H'）が高い Gr.2，
造成跡地にみられ，外来植物が侵入している Gr.3，水田跡地にみられ，外来植物が侵入している
Gr.4，茶園脇に線状に存在し，多様度指数（H'）の低いススキ草地の Gr.5 の 5 つの植物群落タイプ
に分けられた．また，すべての調査地点で，土壌サンプリング，光環境の測定，斜面方位・角度お
よび土壌水分の測定を行い，土地改変履歴や管理実態については，地権者へのヒアリングで確認し
た結果，多様度の高い群落タイプ（Gr.1，Gr.2）が現れる場所は，土壌 pH が低く，一か所あたり
の面積が広く，土地改変が行われていないという特徴があり，草原性の植物種群にダメージを与え
る大きなかく乱をこれまで受けていないことが示唆された．以上のことから，茶草場における在来
植物の多様性には，土地改変や管理履歴等の歴史性が強く影響を及ぼしていることが明らかとなっ
た（平成 21 年度研究成果情報，楠本ら）． 

裾刈り草地

裾刈り草地の立地 裾刈り草地の植生
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4 ． 農 業 生 態 系 の 各 種 環 境 要 因 が 生 物 多 様 性 に 及 ぼ す 影 響

農業生態系における生物多様性を保全するためには，生物多様性の実態を把握するとともに，農
業生態系の景観構造や土地利用形態など各種環境要因が生物多様性にどのような影響を及ぼしてい
るかを明らかにする必要がある．そこで，農業生態系における生物多様性の調査を効率化するため
のシステムを構築し，その活用を図るとともに，個別の生物種群を対象とした調査を実施し，各種
環境要因がそれら生物種群の生息に及ぼす影響の解析を行った．
⑴ 農 業 景 観 調 査 情 報 シ ス テ ム の 構 築
農耕地およびその周辺に生育・生息する希少な生物や身近な生き物を保全するためには，それ

らの状態をモニタリングすることと同時に周辺の環境変化との関連性を検討することが不可欠で
ある．その際，調査によって把握される生物群集または生物種の分布の変化が，全体的傾向なの
か，局所的減少なのかなどについて，的確な判断を可能とするようなモニタリングデータを集積す
べきである．そこで，英国の Countryside Information System（CIS）および Countryside Survey

（CS）の例を参考に，わが国の農業生態系における景観構造と生物多様性の変動に関する調査研
究を体系的・効果的に蓄積・利用するための農業景観調査情報システム RuLIS（Rural Landscape 
Information System）を構築した（井手ら，2005）（平成 17 年度研究成果情報，楠本ら）．

本システムは，国土全体の生態系を対象に 3 次メッシュ（約 1km×1km）を単位として，気象，
土壌，地質，地形，植生，交通立地の因子にかかわる数値地図情報を多変量解析の手法を用いて客
観的に類型化し，約 37 万のすべての 3 次メッシュを 60 の景観タイプ（うち，農業生態系は 46 タ
イプ）に区分し，さらに各景観タイプから選ばれたモニタリング地区において，種，生態系，景観
にわたる詳細なデータを調査し，そのデータを格納することで，国土全体にわたる生態系情報を体
系的，効果的に収集・蓄積・利用するための枠組みである（図 6）．地域スケールから国土スケー
ルに至る長期モニタリングのフレームとして活用できる．

農業環境技術研究所が自ら実施するモニタリングの対象地区として，利根川下流の農業生態系に
分布する 4 つの景観タイプのそれぞれからランダムに抽出した合計 32 メッシュにおいて，放棄水
田，畦畔，二次林，水田脇斜面の植生（1m×1m 方形区内の植物種ごとの高さと被度），鳥類分布

（繁殖期，越冬期）のデータを収集するとともに，空中写真の判読等により土地被覆図を作成し，

図 5　茶草場の分布把握

　茶園面積：　169.25ha

　茶草場面積：110.97ha
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ポリゴンデータとしてシステムに格納した．
また，今後の全国的なデータ収集と情報提供の実現に向けて，WEB 版農業景観調査情報システ

ム（RuLIS WEB）を開発した（平成 22 年度研究成果情報，山本ら）．これを利用すると，国土全
体にわたる生物多様性観測情報を外部の研究者等の協力を得ることにより効率的に収集，蓄積でき
るとともに，外部への情報提供を実現し，生態系構造に関する解析や評価のためのデータ利用を促
進することが可能となる．

図 6　農業景観調査情報システム RuLIS（Rural Landscape Information System）による全国の農村景観（農業
生態系）の類型化（60 タイプ）

⑵ 利 根 川 流 域 の 水 田 に お け る 植 物 群 落 の 多 様 性 と 景 観 構 造 の 関 係
農業生態系における生物多様性を広範囲で評価するためには，個々の地点における生理・生態的

特徴や環境要因のみならず，土地利用などマクロスケールの情報との関係を把握しなければならな
い．そこで，農業景観調査情報システムのモニタリング地区における調査データを利用して，植物
群落と景観構造の関係を解析した．全モニタリング地区における植物群落は 10 種類のタイプに分
類でき，そのうち 8 つのタイプは，単一もしくは少数の景観タイプとの関係が認められた．また，
土地被覆データ（住宅道路，荒地，ゴルフ場，畑，水田，放棄水田，二次草地，森林，水域）との
関係では，それぞれの群落タイプごとにいくつかの土地被覆形態と関係が認められたものの，どの
ような土地被覆形態とも明確な関係が認められない植物群落タイプも少数認められた．それらはミ
クロスケールにおける人間による管理状況の影響を受けていると推察された（楠本ら，2007）．
⑶ チ ョ ウ 類 の 生 息 ポ テ ン シ ャ ル の 評 価
チョウ類の生息ポテンシャルを広範囲で評価するため，農業景観調査情報システムを用いた評価

手法を開発した．茨城県南部の谷津田周辺で，チョウ類のルートセンサスを行い，チョウの出現種
数とルート上の環境要素との関係を調べたところ，水田と森林の境界領域でチョウの出現種数多い
傾向があった．そこで，チョウの生息ポテンシャル評価の指標として水田と森林の境界線に注目
し，農業景観調査情報システムに格納されているモニタリング地区の 2 時期（1976 年と 1997 年）
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の土地被覆データから，水田と森林の境界線と土地利用面積の関係を解析した．その結果，水田と
森林の境界線は森林面積および水田面積との相関が高いことが判明し，チョウ類の生息ポテンシャ
ルを農業景観調査情報システムに格納されている 3 次メッシュの土地利用データを利用して推定す
ることが可能になった．また異なる時期の土地利用データを比較することにより，チョウの生息ポ
テンシャルの変化を推定することができた（図 7）（楠本ら，2006；山本ら，2008）．

図 7　利根川流域におけるチョウ類生息ポテンシャル図（1976 年および 1997 年）

⑷ た め 池 の 環 境 や 配 置 が ト ン ボ 類 に 及 ぼ す 影 響
ため池は水生生物の重要な生息場所であり，わが国の水生植物やトンボの約半数の種がため池に

依存している．農業用水の供給方法の変化や都市化のために，ため池の数は急激に減少し，また環
境も悪化していると言われており，ため池に生息する生物には絶滅に瀕しているものが少なくな
い．ため池の生物を保全するためには，その生息に好適な環境を知る必要がある．そこで，ため
池を代表する昆虫であるトンボ類を対象に茨城県筑波山南東麓地域にある 74 か所のため池におい
て，そこに生息するトンボの種構成とため池の環境について調査を行い，ため池および周囲の環境
と生息するトンボの種構成との関係を多変量解析を用いて解析した．その結果，ため池に生息する
トンボの種類は，（1）樹林に囲まれ水底に落ち葉などが多い池を好むグループ，（2）開放的で大き
な池を好むグループ，（3）色々な環境の池に生息するグループなど，異なる 6 グループに分けられ
ること（表 1），またトンボの保全のためには（1）と（2）両方の池の環境を維持することが重要
であることが判明した（図 8）（Hamasaki et al., 2011）（平成 18 年度研究成果情報，田中ら）．

表 1　ため池のグループ分けとグループを指標するトンボ

グループ グループ 1 グループ 2 グループ 3 グループ 4 グループ 5 グループ 6

平均種数 12.2 11.0 7.3 15.8 6.9 6.0

指標種 ノシメトンボ
コヤマトンボ
シオカラトンボ
コシアキトンボ

モノサシトンボ
オオシオカラトンボ
ヒガシカワトンボ
クロスジギンヤンマ

なし クロイトトンボ
オオイトトンボ
アオモンイトトンボ
アジアイトトンボ
コフキトンボ
ショウジョウトンボ
ウチワヤンマ
ギンヤンマ
オオヤマトンボ

なし なし

1976年 1997年

凡例

大

中

小
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図 8　トンボの生息環境からみたため池のグループ
　　　表 1 で指標種に選ばれたグループは円で囲んである．

橙色の矢印と枠内の説明は環境の傾向を示す．

また，最近の研究では，農業環境の変化にともなって，多くの昆虫種は好適な生息地を失うだけ
でなく，生息地ネットワークが劣化することで，メタ個体群構造が崩れて存続できなくなってい
る．そこで，トンボ類にとってのため池の配置の重要性を，池内の環境および池周辺の土地利用の
影響と比較して評価した．その結果，個々のトンボ種に注目すると，飛翔力のあまり強くない種で
は，ため池の配置が最も重要であること，さらにトンボ類全体を対象にすると，ため池の配置は他
の影響と等しく重要であることがわかった（Hamasaki et al., 2009; Yamanaka et al., 2009）（平成
20 年度研究成果情報，山中ら）．
⑸ 水 田 地 帯 の 鳥 類 の 生 息 に 及 ぼ す 周 辺 環 境 の 影 響
水田とその周辺環境を含む水田地帯には様々な生物が生息している．近年，土地利用や農業活動

の変化がそこに生息する生物に対してマイナスの影響を及ぼすことが危ぐされているが，水田が主
体となる農村地域にどのような鳥類が生息しているかについては，その重要性がラムサール条約等
において国際的に指摘されているにもかかわらず，周辺環境を含め広域的に明らかにする調査は
これまで行われていなかった．そこで，利根川流域の水田地帯において，夏季（6 月）と冬季（12
月）に調査したところ，夏季には 51 種，冬季には 73 種の鳥類が確認され，それらは生息地タイプ
別に 8 つのグループに分けられた．また 8 つのグループのうち，湿地性，草地性，樹林性の鳥類に
注目して，各調査地区で出現した種数と環境との関係を分析したところ，夏季には周囲 1km2 に水
田が多い地区では湿地性鳥類が，林地が多い地区では樹林性鳥類が，土地利用の多様度が高い（水
田，放棄田，樹林地等が偏りなく存在する）地区では草地性鳥類が，それぞれ多く確認された（図
9 左）．一方，冬季には，周囲 1km2 に水域が多い地区で湿地性鳥類が，林地が多い地区で樹林性鳥
類が，放棄田が多い地区で草地性鳥類が，それぞれ多く確認された（図 9 右）．以上の結果から，
水田地帯では周辺土地利用によって出現する鳥類種群が大きく異なることが判明した（Amano et 
al., 2008）（平成 19 年度研究成果情報，天野ら）．
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⑹ 水 田 の 周 辺 環 境 が 水 生 昆 虫 に 対 す る 環 境 保 全 型 農 業 の 効 果 に 及 ぼ す 影 響
農地やその周辺に生息する生物を保全することなどを目的として環境に配慮した農業（環境保全

型農業）の普及が図られているが，このような農業が実際に生物の保全にどの程度効果があるのか
についてはよくわかっていなかった．そこで，栃木県から福島県にわたる 6 地域において，農法の
異なる水田（有機栽培または殺虫剤を使わない減農薬栽培と慣行栽培）を選定し，水生昆虫（ゲ
ンゴロウなどのコウチュウ類，アメンボなどのカメムシ類，トンボ類（ヤゴ））の種数と種構成，
および周辺（5km×5km の範囲）の環境を調べた．その結果，有機・減農薬栽培水田では慣行栽
培水田に比べて多くの種類の水生昆虫がみられたが，その効果は地域によって差がみられた（図
10）．また水生昆虫の種構成または種数に対する農法と周辺環境の影響を解析したところ，周辺環
境の影響が大きく，特に周辺のため池の数が水生昆虫の種数に影響を及ぼしていることがわかっ
た（図 11）．これらの結果は，周辺にため池などの生息場所が多く，水生昆虫の種が豊富な地域ほ
ど，環境保全型農業の導入効果が高いことを示しており，環境保全型農業の効果的な普及に寄与す
ると期待される（平成 22 年度研究成果情報，田中ら）．

図 9　利根川流域の水田環境で周辺環境が鳥類の出現種数に及ぼす影響
各土地利用の影響は−1 から＋1 の値で示され，値が＋1 に近いほど強い正の影響，−1 に近いほど強い
負の影響を示している．「土地利用の多様度」は，水田，放棄田，樹林地等の土地利用が偏りなく存在す
る程度を示す指標．

図 10　農法が異なる水田における水生昆虫
の種数
有機・減農薬栽培水田では慣行栽培水
田より種数が多いが，種数の差の程度
は地域によって異なる．

図 11　水田周辺のため池の数と水生昆虫の種数の
関係
水田にいる水生昆虫の種数は周辺にため池
が多い地域ほど多く，この傾向は有機・減
農薬栽培水田の方が顕著である．
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⑺ 野 生 動 物 の 生 息 域 拡 大 の し に く さ を 評 価 す る 手 法 の 開 発
近年，ニホンザルやシカ，クマ等の野生動物による農作物や人的被害が問題となっており，これ

らの被害の防除や軽減のために，野生動物と人間の活動域を分離するための環境管理が必要とされ
ている．これまで，土地利用タイプや植生に基づく生息地の評価は行われているが，その配置や面
積，形状等の空間構造を考慮した評価手法は確立していない．そこで，野生動物の生息域変化に及
ぼす空間構造の影響を定量的に評価するため，生息域の拡大のしにくさを示すコスト距離という概
念を用いた手法を開発した．房総半島におけるニホンザルの生息域変動を例として本手法を適用し
た評価図を作成した（図 12）．その結果，房総半島のニホンザルの生息域拡大過程では，畑や水田
等の農耕地，ゴルフ場や草地等の開放的な空間や，住宅地が生息域の拡大を阻害することが明らか
となった．本手法による評価図は，ニホンザルの生息域変動の予測に活用できるとともに他の野生
動物の生息域拡大のモデル化への適用も期待できる（岩崎ら，2005）（平成 17 年度研究成果情報，
岩崎ら）．（特許公開番号 : 2007−029046）

図 12　1970 年代のニホンザルの生息確認地点からの直線距離図とコスト距離図の比較

5 ． 長 期 ・ 広 域 ス ケ ー ル に お け る 生 物 多 様 性 の 評 価

世界的に進行する生物多様性の損失を防ぐためには，特定の種だけではなく，種群もしくはグ
ループ全体における変化を長期・広域スケールで把握し，評価することが必要であるが，データの
欠損や測定誤差などのため，これまでそのような試みは国内ではほとんど行われてこなかった．階
層ベイズモデルを適用することにより，そのようなデータでも，全体的な傾向を解析できる手法を
開発した．
⑴ 全 国 的 な シ ギ ・ チ ド リ 類 の 減 少
生物多様性の状態を表す指標の開発が全世界で進められているが，特に生物個体数の変化を表

す個体数指数は，生物多様性の基本的な状態を表す指標の一つとして重要である．日本では，1970
年代から鳥類を中心に全国規模での生物の個体数調査が行われてきが，調査データの欠損や測定
誤差など様々な障壁のため，日本全体での個体数の変化を数値化する試みはほとんど行われてこ
なかった．そこで，農業環境技術研究所はバース大学（英国），NPO 法人バードリサーチ，京都大

a) 1970 b) 1970
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学，ケンブリッジ大学（英国）と共同で，日本国内で見られるシギ・チドリ類 42 種について，34
年に及ぶ全国調査の記録をもとに，個体数の変化を表す指数（個体数指数）を国内で初めて開発し
た．解析の結果，42 種のうち 14 種が全国規模で顕著に減少していることが判明した（図 13）．特
に減少していたのは，水田を生息地として利用する種や中国・韓国の黄海沿岸をよく利用する種で
あった．この結果は，環境省が作成した「生物多様性総合評価」（2010）の資料としても活用され
た（Amano et al., 2010b ）．
⑵ 英 国 に お け る 2 5 0 年 の 記 録 か ら 植 物 群 集 の 開 花 時 期 指 数 を 開 発
気候変動は生物多様性に対する深刻な脅威の一つとして認識されており，その影響を指標とし

て定量化し，観測していくことが求められている．英国には，全土で 1753 年から断片的に蓄積さ
れてきた約 40 万件に及ぶ植物 405 種の開花日記録が整備されている．このデータに階層ベイズモ
デルを適用することで，植物群集全体での「平均的な」開花時期変化を表す指数と種ごとの指数
を開発した．その結果，推定された 1753 〜 2009 年の開花時期指数によって，英国の植物群集は直
近の 25 年間に最も早い開花時期を示していることが明らかになった．また，2 〜 4 月の全国平均
気温が 1℃上昇するごとに開花時期は約 5 日早くなることが示された．この結果は，気候変動が生
物多様性に与える影響を表す指標の一つとして今後活用されることが期待される（Amano et al., 
2010a）．

図 13　1975 年から 2008 年までの日本全国におけるシギ・チドリ類の個体数指数の例（左：チュウシャクシ
ギ，右：ムナグロ）
黒の実線は指数の推定値（中央値），灰色の幅はそのばらつき（95％信用区間）を示す．指数は 2008 年
の値を 100 とした相対値で示されており，指数の減少は個体数の減少を示している．

6 ． 今 後 の 展 望

2010 年 10 月に名古屋で開催された生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）では，「現在の
生物多様性の損失速度を 2010 年までに顕著に減少させる」という 2010 年目標が失敗したことを踏
まえ，それに代わるポスト 2010 年目標（愛知ターゲット）が採択された．2020 年までに達成され
るべき 20 の個別別目標の中には，「自然生息地の損失速度を少なくとも半減，可能な場合はゼロに
近づける」，「少なくとも陸域および内陸水域の 17%，沿岸域・海域の 10%を現状のまま保全する」
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などとともに，「農業，養殖業，林業が行われる地域が生物多様性の保全を確保するように持続的
に管理される」が含まれている．また，農業生物多様性に関する決議には「食料安全保障や栄養
補給に対する農業生物多様性の重要性を認識する」および「農業生態系，特に水田およびオアシス
の生態系について，生物多様性の保全および持続的な利用のために重要であることを認識し，（中
略），農業生態系によりもたらされる生態系サービスの評価に関する更なる研究に取り組むことを
要請する」など，農業生物多様性の重要性をうたった文言が少なからず含まれていることから，農
業生態系における生物多様性の保全に向けた研究は今後ますます重要になると思われる．

これまでも，生物多様性に関する研究は，世界各国で精力的に実施されてきたが，そもそも生物
多様性はそれを構成する要素が膨大であり，しかも相互の関係が複雑であるため，われわれは依然
として生物多様性について十分には把握できていないというのが実情である．農業環境技術研究所
でも，農業生態系における景観構造や人間活動を含む各種要因が生態系の構造や生物多様性にどの
ような影響を及ぼしているかについて調査・研究しているが，研究対象としてきた生物群は，技術
的および資源的な制約から，多くの場合，植物，昆虫類，鳥類等に含まれる特定の種あるいは群に
限定せざるを得なかった．今後は，これまで同様に特定の生物種・群に関する研究を進めることも
もちろん重要であるが，農業生態系の全体像の把握に向け，より大きな単位である群集レベルを対
象とした研究やそのための手法開発に取り組む必要があろう．また，多様な生物の状態を効率的に
調査できる手法・システムの開発，生物多様性を簡易に評価するための指標の開発も不可欠であ
る．さらに最終的な目標として，生物多様性の保全を実現するための管理技術についても，様々な
アイデアを試しつつ開発に向けて努力する必要がある．また，地球温暖化は，生物に対する直接的
な影響だけでなく，農法の変化を通して間接的に生物に影響を与える可能性もあり，そのような観
点から農業と生物多様性の関係を考えることも重要である．
「生物多様性」という言葉は単に生物の多様性という生物学的な意味だけでなく，経済的，情緒

的，文化的な意味など様々なものが含まれているため，「生物多様性」のどの側面を問題とするか
によって，研究の目標やアプローチの方法が異なる．農業生態系における生物多様性の研究におい
ては，農業の持続可能性と身近な生物多様性の維持の両立が目標であるが，どちらに軸足を置くか
によっても，研究の方向は異なる．今後の研究を進めるにあたっては，それらの問題を整理し，目
標を明確に見定めることが必要であろう．
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